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外国人入境出境管理条例 
（当館仮訳（抜粋、要約）） 

第一章 総則 （略） 
 
第二章 査証 （部分抜粋） 
第６条 （普通査証の種類を規定、アルファベットの後の１は長期、２は短期を指す） 
（１） Ｃ （略：飛行機や船舶の乗員等向け査証） 
（２） Ｄ 中国に永住するため入国する人 
（３） Ｆ 交流、訪問、視察等のため入国する人 
（４） Ｇ トランジットをする人 
（５） Ｊ１ 中国内に常設されている海外メディア機構に駐在する海外メディア記者 
    Ｊ２ 短期の取材のため来訪する外国人記者 
（６） Ｌ 観光査証、団体の形式で入国する場合には団体Ｌ査証を発給できる 
（７） Ｍ 商業、貿易活動のため入国する人 
（８） Ｑ１ 家族で居住するため入国する中国国民や永住資格を持つ外国人の家族構成員、及び、被扶養

等の理由で中国内に居留するため入国する人 
    Ｑ２ 中国内に居住する中国国民や永住資格を有する外国人を訪問するために短期で入国する人 
（９） Ｒ 外国のハイレベル人材及び欠乏しており必要のある専門的人材 
（１０） Ｓ１ 仕事、学習等の理由で中国内に居留している外国人の配偶者、父母、満18歳未満の子女、

配偶者の父母が長期の親族訪問のため申請をする場合及びその他の個人的理由ための中国国内に居留する人

員 
Ｓ２ 仕事、学習等の理由で中国内に停留・居留している外国人の家族構成員が短期の親族訪問

のため申請をする場合及びその他の個人的理由ための中国国内に停留する必要のある人員 
（１１） Ｘ１ 中国内で長期に学習をする人 
     Ｘ２ 中国内で短期に学習をする人 
（１２） Ｚ 中国国内で仕事をする人 
 
第９条 外国人は査証を申請する際、申請書に記入し、本人の旅券又はその他の国際旅行証書及び規定に合

致する写真及び申請理由に関係する資料を提出しなければならない。 
（１） Ｃ査証 外国運輸会社の保証書又は中国内関係機関の招待書簡 
（２） Ｄ査証 公安部発行の「外国人永久居留身分確認表」 
（３） Ｆ査証 中国国内の招へい機関が発行する招待書簡 
（４） Ｇ査証 目的地への日付が確定した一連の飛行機（車、船）のチケット 
（５） Ｊ１、Ｊ２査証 外国の駐在メディア機構及び外国記者取材に関する規定に則った申請手続履行及

び相応の申請資料 
（６） Ｌ査証 要求に応じた旅行計画アレンジ等の資料。団体形式の場合は加えて旅行会社の招待書簡 
（７） Ｍ査証 中国国内の商業、貿易協力側発行の招待書簡 
（８） Ｑ１査証 家族で居住する場合は、中国内に居住する中国公民、又は、永久居留資格のある外国人

が発行する招待書簡及び家族構成員の関係を証明するもの、被扶養等の場合は委託書等の証明資料 
    Ｑ２査証 中国国内に居住する中国国民、永住資格を有する外国人の招待書簡 
（９） Ｒ査証 中国政府の関係主管部門が確定する外国ハイレベル人材及び欠乏しており必要のある専門

的人材誘致の条件及び要求に合致し、相応の証明資料を規定に基づき提出 
（１０） Ｓ１及びＳ２査証 仕事、学習等のために中国国内に停留、居留している外国人が発行する招待
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書簡、家族構成員の関係証明或いは入国して私的事務を処理することを証明する資料 
（１１） Ｘ１査証 中国内の教育、研修機構が発行する入学許可通知書及び主管部門が発行する証明資料 
     Ｘ２査証 受け入れ機関が発行する入学許可通知書等の証明資料 
（１２） Ｚ査証 労働許可等の証明資料 
 
第三章 停留・居留管理 （部分抜粋） 
 
第１３条 外国人が査証の延長、切り替え、補充発行の申請及び停留証件の申請を行い、規定に合致し受理

した場合には、公安機関出入境管理機構は有効期限７日を超えない受理票（原文：受理回執）を発行し、か

つ、受理表の有効期限内に発給の可否につき決定をしなければならない。 
（略） 
申請人は所持する旅券又はその他の国際旅行証件が当該申請のため預かりとなっている期間中、受理票

で中国内に合法的に停留できる。 
 
第１５条 居留証件は以下の類別をする。 
（１）就労（工作）類：中国国内で就労する人 
（２）学習類：中国国内で長期に学習する人 
（３）記者類：中国国内に常設されている海外メディア機構の外国人駐在記者 
（４）家族居住類：家族で居住するため居留する中国国民や永住資格を持つ外国人の家族構成員、及び、被

扶養等の理由で中国国内に居留するため入国する人 
（５）私的事務類：仕事、学習等の理由で中国国内に居留している外国人の配偶者、父母、満 18 歳未満の

子女、配偶者の父母で長期の親族訪問のため居留する人及びその他の私的事務のために中国国内に居留する

必要のある人 
 
第１６条 居留証件を申請する外国人は、本人の旅券或いはその他の外国旅行証件、規定に合致する写真及

び申請理由に関連する資料を携え、本人が居留地の県レベル以上の地方政府公安機関出入境管理機構に手続

のために赴き、かつ指紋等の人体性別識別情報を残さなくてはならない。 
（１）就労（工作）類：就労許可等の証明資料 
（２）学習類：受け入れ機関が発行する学習期限が明記された書簡等の証明資料 
（３）記者類：関係主管部門が発行する書簡及び発行された記者証 
（４）家族居住類：家族居住のために中国国内に居留する必要のある場合には家族構成員の県警証明書及び

申請理由に関係する証明資料。被扶養等の理由で中国国内に居留するため入国する人は委託書等の証明資料 
（５）私的事務類：長期親族訪問の場合は、親族関係証明、訪問の対象となる居留証件等の証明資料。私的

事務のための場合は、その必要性を示す関係資料 
 外国人が有効期間１年以上の居留証件を申請する場合は、規定に基づき健康証明（６ヶ月以内発行のもの）

を提出しなくてはならない。 
 
第１７条 外国人が居留証件の延長等を申請する場合には、申請書に記入し、本人の旅券或いはその他の国

際旅行証件及び規定に合致した写真及び申請理由に関係する資料を提出しなければならない。 
 
第１８条 外国人が居留証件の延長等の申請を行い、規定に合致し受理した場合には、公安機関出入境管理

機構は有効期限１５日を超えない受理票（原文：受理回執）を発行し、かつ、受理票の有効期限内に発給の

可否につき決定をしなくてはならない。 
（略） 
申請人は所持する旅券又はその他の国際旅行証件が当該申請のため預かりとなっている期間中、受理表



で中国国内に合法的に停留できる。 
第１９条 査証の申請及び居留証件の延長、切り替え等、停留証件の申請については、以下に該当する場合

は、招へい単位或いは個人、申請人の親族、関係する専門サービス機構等が代理申請できる。 
（１）１６歳未満或いは満６０歳以上で疾病等の理由があり行動に不便がある場合。 
（２）初めての中国入国ではなく、中国国内での停留、居留記録が良好な場合。 
（３）招へい単位或いは個人が当該外国人の中国滞在期間における滞在費用につき保証措置を提供する場合 
 
第２２条 学習類の居留証件を所持する外国人がアルバイト（勤工助学）あるいは校外での実習を行う場合

には、所属する学校の同意の後、公安機関出入境管理機構に、アルバイト又は実習場所、期限等の追記を申

請しなければならない。 
 
 
第四章 調査及び送還（略） 
 
第五章 附則 （抜粋） 
第３６条 用語の定義 
（３）短期とは、中国国内の停留が１８０日を超えない（１８０日を含む）ことを指す。 
（４）長期、常駐とは、中国国内の居留が１８０日を超えることを指す。 
 
第３９条 本条例は２０１３年９月１日から施行する。 
 
 


